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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　床部と、床部表面から突出する一又は複数の壁部とを有し、壁部を床部と同一平面上に
展開したときに壁部と床部あるいは壁部同士が干渉する特定の展開干渉形状を有する板状
部品の成形方法であって、
　壁部に成形される壁相当部を、その一端が板材に接続された状態で第１の位置に板材を
打ち抜いて成形する板材打ち抜き工程と、
　成形された壁相当部を板材に対して曲げる曲げ工程と、
　曲げられた壁相当部が前記特定の展開干渉形状となる第２の位置に移動するように、板
材を変形させる板材変形工程と、を有する板状部品の成形方法。
【請求項２】
　前記板材変形工程では、板材を壁相当部の移動方向に対して垂直横方向及び／又は垂直
縦方向に変形させる請求項１に記載の板状部品の成形方法。
【請求項３】
　前記板材変形工程では、板材を捻り変形させる請求項１に記載の板状部品の成形方法。
【請求項４】
　前記板材変形工程によって生じる板材の歪みを矯正する歪み矯正工程をさらに有する請
求項１乃至３のいずれかに記載の板状部品の成形方法。
【請求項５】
　床部と、床部表面から突出する一又は複数の壁部とを有し、壁部を床部と同一平面上に
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展開したときに壁部と床部あるいは壁部同士が干渉する特定の展開干渉形状を有する板状
部品の成形方法であって、
　壁部に成形される壁相当部を、その両端が板材に接続された状態で板材を打ち抜いて成
形する板材打ち抜き工程と、
　成形された壁相当部が板材表面から突出して前記特定の展開干渉形状となる位置まで湾
曲するように絞り加工する絞り工程と、
　湾曲した壁相当部を所定の位置で切断する切断工程と、を有する板状部品の成形方法。
【請求項６】
　前記壁相当部を引き伸ばして壁部に成形する引延ばし工程をさらに有する請求項１乃至
５のいずれかに記載の板状部品の成形方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、展開干渉形状を有する板状部品をプレス成形により成形する方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来から、プレス加工により板材の一部を打ち抜き、打ち抜いて残った部分を曲げ加工す
ることで、床部から突出した壁部を有する板状部品を成形する加工技術が知られている。
かかる加工技術で成形される板状部品には、壁部を床部と同一の平面上に展開したときに
、壁部と床部あるいは壁部同士の間に重なる部分が生じる場合がある。例えば、図１、図
２に示す板状部品３０は、床部１２と、床部１２に対して垂直に立上がる高壁（壁部）２
０を有する。図２より明らかなように、二つの高壁２０を床部１２と同一平面上に展開す
ると、高壁２０の先端の一部が重なり合う。即ち、それぞれの高壁２０の高さをＢ１，Ｂ
２とし、二つの高壁２０間の距離をＡとした場合に、Ｂ１＋Ｂ２＞Ａとなっている。この
ように壁部を床部と同一平面上に展開したときに、部材同士が重なりを生じる板状部品の
形状を、本明細書では展開干渉形状という。
この展開干渉形状を有する板状部品を成形する従来の方法について図１及び図２を参照し
て説明する。従来の方法では、まず、図１の点線に示すように板材１０を打ち抜いて高壁
２０となる部分を成形する。次に、打ち抜かれた部分１０ａを板材１０に対して垂直とな
るように折り曲げる。折り曲げた部分は、折り曲げただけでは長さが足らないので、この
部分をさらに引き伸ばす（しごく）ことによって高壁２０を成形する。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
上述した従来の成形方法では、曲げられた部分を引き伸ばすことによって高壁、即ち展開
したときに干渉する部分が成形される。この曲げられた部分を引き伸ばす際の引き伸ばし
量が大きいと、高壁の板厚が大きく減少して強度が極端に低下する。したがって、一定の
強度を備えた展開干渉形状を有する板状部品を提供するためには、その引き伸ばし量が制
限されることとなる。このため、板状部品の形状によっては上記従来技術によって成形で
きない場合があった。
なお、上記従来技術で成形できない場合でも、ダイカスト鋳造法や燒結法等の方法を用い
て成形することも可能であるが、ダイカスト鋳造法や焼結法では製造コストが高くなると
いった問題を有している。
【０００４】
本発明は上述した事情に鑑みてなされたものであり、ダイカスト鋳造法や焼結法を用いる
ことなく、従来技術では成形困難であった展開干渉形状の板状部品を成形可能とする技術
を提供する。
【０００５】
【課題を解決するための手段と作用と効果】
　上記課題を解決するために、本発明に係る第１の成形方法は、床部と、床部表面から突
出する一又は複数の壁部とを有し、壁部を床部と同一平面上に展開したときに壁部と床部
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あるいは壁部同士が干渉する特定の展開干渉形状を有する板状部品の成形方法であって、
壁部に成形される壁相当部を、その一端が板材に接続された状態で第１の位置に板材を打
ち抜いて成形する板材打ち抜き工程と、成形された壁相当部を板材に対して曲げる曲げ工
程と、曲げられた壁相当部が前記特定の展開干渉形状となる第２の位置に移動するように
、板材を変形させる板材変形工程と、を有する。
　上記の方法によると、板材を打ち抜いて第１の位置に壁相当部が成形され、その壁相当
部が板材に対して曲げられる。曲げられた壁相当部は、板材が変形することで第１の位置
から第２の位置に移動する。ここで、壁相当部が第１の位置から第２の位置に移動する間
は、板材（壁相当部以外の部分）が変形するだけであるので壁相当部の板厚は薄くならな
い。このため、壁相当部の引き伸ばし量を所望の量とすることができる位置（第１の位置
）に壁相当部を成形し、この成形した壁相当部を第２の位置（特定の展開干渉形状となる
位置）に移動することで、板状部品の壁部を充分な板厚とすることができる。よって、本
発明方法によれば、従来方法では成形困難であった展開干渉形状を有する板状部品を成形
することが可能となる。
　ここで、壁相当部から壁部への成形（板材に対する曲げ角度の調整等）は、上記の曲げ
工程で行っても良いし、壁相当部を所望の位置に移動させてから最終的な加工を行うよう
にしても良い。
【０００６】
ここで、上記の板材変形工程は、壁相当部の移動方向に対して板材を垂直横方向及び／又
は垂直縦方向に変形させるようにしても良い。板材を垂直横方向に変形させる場合は、壁
相当部の移動方向と垂直横向きに引張力を作用させれば良く、板材を垂直縦方向に変形さ
せる場合は、壁相当部の移動方向と同一の方向に圧縮力を作用させれば良い。このように
板材を垂直横方向及び／垂直縦方向に変形させることで、壁相当部を直線的に移動させる
ことができる。さらには、上記の板材変形工程は、板材を捻り変形させるようにしても良
い。捻り変形を行うことによって、壁相当部を回転移動させることができる。
したがって、上記の直線移動と回転移動を組合せることで、壁相当部を所望の位置（第２
の位置）に移動させることができる。ただし、壁部となる部分を取出す位置（第１の位置
）を工夫することで、壁相当部の移動距離が短い距離で済むようにすることが好ましい。
【０００７】
上記の成形方法においては、さらに、板材変形工程によって生じる板材の歪みを矯正する
歪み矯正工程を有することが好ましい。歪みを矯正することで板状部品の寸法精度を向上
することができる。
この歪み矯正工程では、複数回にわたって歪みを矯正する歪み矯正操作を行うことが好ま
しい。１回当りの歪み矯正量を少なくすることができ、板材の座屈等が生じなくなるため
である。例えば、板材変形工程によって板材が湾曲した場合は、湾曲部を複数回にわたっ
て鍛造することで平面状に矯正することができる。この際、鍛造１回あたりの矯正量が少
なくなると、板材に作用する力も小さくなり、板材の座屈が防止される。
なお、上記の板材変形工程が、複数回にわたって板材を変形することで打ち抜き部を所望
の位置（第２の位置）まで移動させる場合には、板材の変形毎に板材の歪みを矯正するよ
うにしても良い。
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明に係る第２の成形方法は、床部と、床部表面から突
出する一又は複数の壁部とを有し、壁部を床部と同一平面上に展開したときに壁部と床部
あるいは壁部同士が干渉する特定の展開干渉形状を有する板状部品の成形方法であって、
壁部に成形される壁相当部を、その両端が板材に接続された状態で板材を打ち抜いて成形
する板材打ち抜き工程と、成形された壁相当部が板材表面から突出して前記特定の展開干
渉形状となる位置まで湾曲するように絞り加工する絞り工程と、湾曲した壁相当部を所定
の位置で切断する切断工程と、を有する。
　上記の方法では、壁部に成形される壁相当部が、両端が板材に接続された状態で板材を
打ち抜いて成形され、その壁相当部に絞り加工が行われる。絞り加工が行われると、壁相



(4) JP 4800528 B2 2011.10.26

10

20

30

40

50

当部は板材から突出して湾曲し、同時に壁相当部の両端が接近するよう変形する。そして
、湾曲した壁相当部は所定の位置で切断され、板材に対して曲げ加工が可能となり壁部に
成形される。したがって、上記の方法によっても、壁相当部の引き伸ばし量を所望の量と
することができる位置に壁相当部が成形され、この成形された壁相当部が移動するため、
板状部品の壁部を充分な板厚とすることができる。
　ここで、上記の方法においては、絞り工程後の壁相当部の位置（両端又は一端の位置）
が所望の位置（特定の展開干渉形状となる位置）となるように絞り工程の絞り量，板材の
拘束条件を調整するようにしても良い。すなわち、絞り工程における板材の拘束条件を調
整することで板材（壁相当部以外）の変形を制御し、絞り量を調整することで板材の変形
量を制御する。これによって、絞り工程終了後の壁相当部の位置（両端の位置）が所望の
位置となるようため、壁相当部の移動工程を省略することが可能となる。
【０００９】
なお、上記各請求項に記載の壁相当部は壁部と略同一形状として、壁相当部を引き伸ばす
ことなく壁部を成形するようにしても良い。また、前記壁相当部を引き伸ばして壁部に成
形する引き伸ばし工程をさらに行っても良い。引き伸ばし工程をさらに行なうため壁相当
部の形状を壁部の形状より小さくすることができ、壁相当部の移動量を少なくすることが
できる。なお、この引延ばし工程は、壁相当部が成形された後であればいずれの工程の前
あるいは後で行なっても良い。
【００１０】
【発明の実施の形態】
（第１実施形態）　本発明に係る方法を具現化した一実施の形態について図面を参照して
説明する。図３～５は、第１実施形態に係る方法を説明するための板材の平面図を工程順
に示したものである。図６は、図４に示す板材の正面図である。図７は、図５に示す板材
の正面図である。
本実施形態では、矩形状の金属性の板材４０をプレス加工することで高壁を有する板状部
品（図１，図２参照）を成形する。まず、金属性の板材４０の一部を打ち抜いて図３に示
す形状の孔部３９を成形する。以下、板材４０を打ち抜いて孔部３９を成形する工程を第
１工程という。この第１工程で孔部３９を成形することによって、板材４０（床部となる
部分）から壁となる部分４０ａ，４０ｂ（以下、壁相当部という）が成形される。この壁
相当部４０ａ，４０ｂは、最終的に成形される板状部材の高壁と略同一の形状（長さ，幅
）を有し、その一端は板材４０に接続されている。
第１工程が行なわれると、図４，６によく示されるように壁相当部４０ａ，４０ｂを板材
４０に対して鉛直方向に曲げ、板材４０の表面から突出した壁を成形する。以下、壁相当
部４０ａ，４０ｂを板材４０に対して鉛直方向に曲げて壁を成形する工程を第２工程とい
う。壁相当部４０ａ，４０ｂは、板状部品の高壁と同一の形状を有することから、第２工
程で成形された壁は板状部品の高壁と同一の形状となる。なお、壁相当部４０ａ，４０ｂ
を以下の説明では壁４０ａ，４０ｂという。
第２工程が行なわれると、壁４０ａが図４の矢印Ｄ１方向に回転し、また、壁４０ｂが矢
印Ｄ２方向に回転するように板材４０を捻って変形する。これにより、壁４０ａ，４０ｂ
を板材４０に対して直角をなしつつ対向する位置に移動させる（図５，７参照）。以下、
壁４０ａを図４の矢印Ｄ１方向に回転させ、４０ｂをＤ２方向に回転させる工程を第３工
程という。
第３工程が行なわれると、第３工程によって歪んだ板材４０の歪みを修正（鍛造により板
材４０の表面に圧力を作用させる）することで、図５，７に示すように板材４０が床部と
なり板状部品４５が完成する。以下、第３工程によって歪んだ板材４０を修正する工程を
第４工程という。第１～４工程を経ることで完成した板状部品４５は、壁４０ａ，４０ｂ
を孔部３９方向にそれぞれ展開すると壁４０ａ，４０ｂ同士が重なり、展開干渉形状を有
する。
【００１１】
上述の説明から明らかなように、本実施の形態に係る成形方法では、展開すると壁４０ａ
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，４０ｂ同士が一部重なる展開干渉形状を有する板状部品４５を、壁４０ａ，４０ｂを延
伸して板厚を薄くすること無くプレス成形によって成形することが可能である。したがっ
て、焼結法、ダイカスト鋳造法と比較して製造コストを安価とすることができる。
【００１２】
（第２実施形態）　次に、第２実施形態に係る方法について図面を参照して説明する。図
８，９は、第２実施形態の方法を説明するための板材の平面図を工程順に示したものであ
る。
第２実施形態に係る方法でも、上述の第１実施形態で説明した第１～４工程が基本的には
略同様に実施される。しかしながら、第２実施形態においては第１工程で打ち抜き成形す
る孔部３９の形状が異なり、これによって第３工程の板材４０を変形させる方向が異なる
こととなる。以下、第２実施形態を第１実施形態に係る方法と異なる点を中心に説明する
。
第２実施形態では、第１工程によって図８に示す孔部３９が形成される。すなわち、第２
実施形態では、壁相当部４０ａ，４０ｂが正対する位置に形成される。この壁相当部４０
ａ，４０ｂは、第１実施形態と同様に最終的な成形品である板状部品４５の壁部と同様の
形状（幅，長さ）を有する。したがって、第２工程によって壁相当部４０ａ，４０ｂが板
材４０に対して曲げられると、図９に示すように正対する二つの壁４０ａ，４０ｂが形成
されるとともに、その壁４０ａ，４０ｂの位置は最終的な成形品である板状部品４５の壁
の位置よりも離れた位置となる。
第２工程によって正対する壁４０ａ，４０ｂが形成されると、第３工程では、図９に示す
ように板材４０（床部）の上下の辺に矢印Ｄ３，Ｄ４方向（壁４０ａ，４０ｂの移動方向
に対して垂直横方向）に引張力を加える。これにより、板材４０（詳しくは、図９に示す
板材４０の上下の周縁）が引張力の方向に変形し、壁４０ａ，４０ｂが矢印Ｄ５、Ｄ６方
向に移動する。これによって、壁４０ａ，４０ｂの間隔は縮められる（壁４０ａ，４０ｂ
が移動する）。最後に第４工程として、第３工程で歪んだ板材４０を矯正して床部を形成
し、先述の図５，図７に示す形状と同様の板状部品４５が完成する。
【００１３】
上述の説明から明らかなように、第２実施形態に係る方法によると、第１実施形態に係る
方法と同様に、壁４０ａ，４０ｂを孔部３９方向にそれぞれ展開したときに重なり部分を
生じる展開干渉形状を有する板状部品４５を、壁４０ａ，４０ｂを延伸することなくプレ
ス成形によって製造することができる。
【００１４】
（第３実施形態）　次に第３実施形態に係る方法について図面を参照して説明する。第３
実施形態に係る方法は、第２実施形態に係る第２工程までは同一の方法である。したがっ
て、第２実施形態に係る方法と同一部分はその記載を省略し、第２実施形態と異なる第３
工程以降のみ説明する。図１０は、第３実施形態における第３工程後の板状部品の正面図
である。
第３実施形態に係る第３工程では、板材４０に図９の矢印Ｄ５，Ｄ６方向に圧縮力を加え
、壁４０ａ，４０ｂの間隔を縮める（壁４０ａ，４０ｂが移動する）。すなわち、板材４
０の中央部４０ｃは孔部３９によって断面積が小さくなり、強度的に弱くなっている。こ
のため、図９の矢印Ｄ５、Ｄ６方向に圧力（板材４０に圧縮力）を加えることで、図１０
に示すように板材４０の中央部４０ｃが凸形に湾曲して変形する。これにより壁４０ａ，
４０ｂは、目標の位置まで移動することとなる。
第４工程では、第３工程によって歪んだ板材４０の中央部４０ｃに、図１０の矢印Ｄ７方
向に圧力を加えて歪み部分を矯正する（中央部４０ｃを平坦にする）。このとき、板材４
０の図中左右両端を保持し、板状部品４０が左右方向に広がらないようにする。このため
、壁４０ａ，４０ｂの位置が離れることが防止される。また、板材４０の左右両端が保持
されるため、板材４０の中央部４０ｃは左右方向に変形することができず、前後方向（図
９におけるＤ３，Ｄ４方向）に変形する（材料が流れる）。第４工程によって中央部４０
ｃの形状が矯正されると、その中央部４０ｃの前後方向に広がった部分を切り取り最終的
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な板状部品４５とする。
なお、中央部４０ｃの歪みを矯正するための操作（中央部４０ｃに圧力を作用させる操作
）は、１回の操作で行うことも可能であるが複数回にわたって行うことが好ましい。複数
回の操作により板材４０の歪みを矯正すると、１回当たりの矯正量が小さくなるため板材
４０の座屈を防止することができる。
【００１５】
上述の説明から明らかなように、上記実施形態によっても、壁４０ａ，４０ｂを孔部３９
方向にそれぞれ展開したときに重なり部分を生じる展開干渉形状を有する板状部品４５を
、壁４０ａ，４０ｂを延伸することなくプレス成形によって製造することできる。
また、第３工程、第４工程で板材４０に圧縮力が加えられるため、板材４０に圧縮残留応
力が付与される。したがって、板材４０が加工硬化によって耐久性が向上する。
【００１６】
なお、上述した第３実施形態に係る成形方法では、第３工程で壁４０ａ、４０ｂを所望の
位置まで一度の加工により移動させ、第４工程で板材４０の歪みを矯正した。しかしなが
ら、このような形態とは異なり、板材４０に複数回にわたって圧縮力を作用させて壁４０
ａ，４０ｂを徐々に移動させ、壁４０ａ，４０ｂの移動毎に板材４０の歪みを矯正する第
４行程を行うようにしても良い。
このような形態では、上述の第３行程と同様の操作を行うが壁４０ａ，４０ｂの移動量は
少なく、また、板材４０の歪みも小さい。したがって、板材４０の歪みを矯正する行程に
おける矯正量も小さくなり、上述した形態と同様に、板材４０の座屈を防止することがで
きる。この形態及び第３実施形態は、板状部品４５を製造する装置、その形状等に応じて
適宜選択し得る。すなわち、複数回にわたって徐々に壁４０ａ，４０ｂを移動させる形態
では、壁４０ａ，４０ｂの移動に必要な圧縮力を第３実施形態での壁４０ａ，４０ｂの移
動に必要な圧縮力よりも小さくすることができる。したがって、板状部品４５に大きな圧
縮力を作用させたくない場合には本形態を採用する。
一方、第３実施形態では、１回で目的とされる位置まで壁４０ａ，４０ｂを移動させるた
め複数回にわたって壁４０ａ，４０ｂを移動させるよりも移動工程数を削減することがで
き、製造の効率化を図ることができる。したがって、板状部品４５に大きな圧縮力を作用
させることができ、１回で目的の位置まで壁４０ａ，４０ｂを移動できる場合には第３実
施形態を採用する。
【００１７】
（第４実施形態）　次に、第４実施形態に係る方法について図面を参照して説明する。図
１１は、第４実施形態に係る方法において、第１工程を行なった後の板状部品の平面図で
ある。図１２～１４は、第４実施形態に係る方法を説明するための板材の正面図を工程順
に示したものである。
第４実施形態の第１工程では、まず、図１１に示すように板材４０を打ち抜くことで孔部
３９ａ，３９ｂを成形し、板材４０の中央部に道４０ｄを成形する。この道４０ｄは、そ
の後の工程において壁４０ａ，４０ｂに成形される部分であり、上述した各形態における
壁相当部４０ａ，４０ｂを連結したものである。
【００１８】
第２工程では、ダイス（図示省略）上に板材４０をセットし、板材４０の左縁４０ｇ、右
縁４０ｈにしわ押え（図示省略）を施した状態で道４０ｄに上方向からポンチ等によって
圧力を加えて絞り加工を行う。板材４０に絞り加工を行うことで、図１２に示すように道
４０ｄは板材４０の表面から突出して湾曲する。なお、図１２は第２工程終了後の板材４
０を上下反転した状態を示す図である。
また、本実施形態では、板材４０の左縁４０ｇ、右縁４０ｈに作用するしわ押え力は、板
材４０の左縁４０ｇ、右縁４０ｈの水平性を保つ程度の小さいものであり、道４０ｄが絞
られるのに応じて板材４０の左縁４０ｇ、右縁４０ｈが中央に移動することが許容されて
いる。ここで、板材４０の左縁４０ｇ、右縁４０ｈが中央に移動すると、道４０ｄの両端
の位置（壁４０ａ，４０ｂが成形される位置）も中央に移動する。したがって、本実施形
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態では、道４０ｄの両端の位置が最終的な成形品である板状部品４５の壁４０ａ，４０ｂ
の成形位置まで移動するように、道４０ｄの絞り量が決定されている。さらに、板材４０
の左縁４０ｇ、右縁４０ｈが中央に移動するため、板材４０に絞り加工が行われても、道
４０ｄが延伸することが抑制され、その板厚はほとんど変化しない。
なお、道４０ｄが絞りこまれることによって、板材４０の上縁４０ｅ、下縁４０ｆには、
図１２に示すようにしわ状の歪みが生じる。
【００１９】
第３工程では、第２工程によって板材４０の上縁４０ｅ、下縁４０ｆに生じたしわ状の歪
み部分に、上下方向の圧力を加えて歪みを矯正する（図１３参照）。この第３工程では、
板材４０の左右両端を保持し、板材４０が左右方向に広がらないようにする。したがって
、板材４０の上縁４０ｅ、下縁４０ｆは、左右方向（図１１の左右方向）に広がることが
できず、前後方向（図１１の上下方向）に広がる。前後方向に広がった板材４０の上縁４
０ｅ、下縁４０ｆは、その一部をカットされて最終的な形状に成形される。
第４工程では、図１４に示すように板材４０に対して湾曲した道４０ｄを中央で２つに切
断する。すなわち、道４０ｄが２つに切断され、板材４０から突出した２つの突出片４０
ｉ，４０ｊが成形される。成形された突出片４０ｉ，４０ｊは、図１４に示す矢印Ｄ８、
Ｄ９方向に曲げ加工されて、それぞれ壁４０ａ，４０ｂが成形される。
【００２０】
上述の説明から明らかなように、上述の第４実施形態に係る方法によっても、壁４０ａ，
４０ｂをそれぞれ展開したときに重なり部分を生じる展開干渉形状を有する板状部品４５
を、壁４０ａ，４０ｂの板厚を薄くすることなくプレス成形によって製造することが可能
である。
【００２１】
以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、特許請求の範囲を限
定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々に
変形、変更したものが含まれる。
例えば、上述の各実施形態では、壁４０ａ，４０ｂを延伸する工程がさらに付加されても
良い。この工程は、第１～第３実施形態では壁相当部４０ａ，４０ｂが成形された後、第
４実施形態であれば道４０ｄが２つに切断された後であればどのタイミングで行なっても
良い。このようにすることで、さらに高い壁を有する（展開したときに干渉部分が多い）
板状部品を成形することができる。
また、本実施形態の方法では壁が２つある板状部品４５を成形したが、本実施形態に係る
方法は、壁が１つしかなく壁を床部と同一平面に展開したときに壁と床部が干渉する板状
部品の成形にもに適用し得る。
また、本明細書または図面に説明した技術要素は、単独であるいは各種の組み合わせによ
って技術的有用性を発揮するものであり、出願時請求項記載の組み合わせに限定されるも
のではない。また、本明細書または図面に例示した技術は複数目的を同時に達成するもの
であり、そのうちの一つの目的を達成すること自体で技術的有用性を持つものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】　高壁を有する板状部品の平面図である。
【図２】　図１に示す板状部品の正面図である。
【図３】　第１実施形態に係る方法の第１工程終了時の板材の平面図である。
【図４】　第１実施形態に係る方法の第２工程終了時の板材の平面図である。
【図５】　第１実施形態に係る方法の第３工程終了時の板材の平面図である。
【図６】　第１実施形態に係る方法の第２工程終了時の板材の正面図である。
【図７】　第１実施形態に係る方法の第３工程終了時の板材の正面図である。
【図８】　第２実施形態に係る方法の第１工程終了時の板材の平面図である。
【図９】　第２実施形態に係る方法の第２工程終了時の板材の平面図である。
【図１０】第３実施形態に係る方法の第３工程終了時の板材の正面図である。
【図１１】第４実施形態に係る方法の第１工程終了時の板材の平面図である。



(8) JP 4800528 B2 2011.10.26

【図１２】第４実施形態に係る方法の第２工程終了時の板材の正面図である。
【図１３】第４実施形態に係る方法の第３工程終了時の板材の正面図である。
【図１４】第４実施形態に係る方法の第４工程終了時の板材の正面図である。
【符号の説明】
４０・・板材
４０ａ・・壁
４０ｂ・・壁
４５・・板状部品

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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【図１３】

【図１４】



(11) JP 4800528 B2 2011.10.26

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  鈴木　弘信
            愛知県名古屋市緑区鳴海町字上汐田６８番地　中央発條株式会社内
(72)発明者  山▲ざき▼　幸英
            愛知県名古屋市緑区鳴海町字上汐田６８番地　中央発條株式会社内

    審査官  内藤　真徳

(56)参考文献  特開２００１－２５４７５３（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－３０８９２０（ＪＰ，Ａ）
              特開昭６０－１３３９３６（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－３０００２１（ＪＰ，Ａ）
              特開平１０－０９４８４０（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－０８６５１４（ＪＰ，Ａ）
              特開昭５２－０２１６９２（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              B21D  35/00
              B21D  11/14


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

